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SENSEX指数（左軸）
10年国債利回り（右軸）

（ポイント） （％）

（年/月）

基準日

1月24日 1週間 1カ月 6カ月 1年

為替レート

円/ルピー（円） 1.71 ▲1.5 ▲3.1 ▲0.7 2.7

ルピー/米ドル（ルピー） 63.69 ▲0.3 ▲0.5 ▲1.0 ▲6.5

金利

政策金利（％） 6.00 0.0 0.0 ▲0.3 ▲0.3

10年国債利回り（％） 7.28 0.1 0.0 0.9 0.8

株価指数

SENSEX指数 36,162 3.1 6.5 12.1 32.1

インド市場
騰落率または変化幅（％）

（No.2,954） 
〈マーケットレポートNo.5,834〉 

2018年1月25日 

2018年1月11日 インドの経済・市場動向（2018年1月-1号） 
2018年1月10日 アジア株式市場の見通し 
 

インド株式市場は続伸 
連日過去最高値を更新 

株式市場は高値更新、18年度予算案が注目される 

注目材料：10-12月期業績発表と18年度予算案 

インドの経済・市場動向（2018年1月-2号） 

 17年10-12月期の業績発表は順調に始まっています。消費（Hindustan Unilever）、情報技術

（Infosys）、銀行（Axis Bank）等の、重要な業種の主要企業の業績発表が事前予想を上回りまし

た。これらの企業の純利益はいずれも20％以上の増益となっており、好調さが示されています。 

 2月1日に発表される政府の18年度予算案も注目されます。18年度予算案で積極財政が示された場合、

債券市場は財政赤字拡大を嫌気する可能性があります。一方、株式市場は、財政拡大による経済成長の

加速や経済改革への期待が上回り、堅調地合いを維持することが期待されます。 

           ※個別銘柄に言及していますが、当該銘柄を推奨するものではありません。  

 インド株式市場は好調を維持しています。世界的な株高やGST（物品サービス税）の税率引き下げ、順

調な決算等を背景に、主要株価指数のSENSEX指数は36,000台に上昇し、連日最高値を更新していま

す。国際通貨基金（IMF）によれば、18年度の経済成長率は＋7.4％と、17年度の＋6.7％から上向く

見込みであり、企業業績の拡大やモディ政権の経済改革への期待から資金流入が続いています。 

 17年12月の消費者物価上昇率は前年同月比＋5.2％と、市場予想（ブルームバーグ集計）の同

＋5.1％をやや上回り、11月の同＋4.9％から加速しました。景気回復下でインフレが加速していることに加

え、財政収支の悪化が懸念されることからインドの長期金利は7.3％付近で高止まりしています。 

（注）データは2018年1月24日基準。 
（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

【インドの株価と長期金利】 【インド市場の推移】 

消費者物価上昇率は上振れ 
長期金利は7.3％付近で高止まり 

（注）データは2017年1月24日～2018年1月24日。 
（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/asia_oceania/news180111as.html
http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/asia_oceania/news180110as.html

